
草津市監査委員告示第１号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、市長か

ら監査結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、同項の規定により、その内

容を次のとおり公表する。 

令和４年３月３１日 

 

草津市監査委員 岡 野 則 男 

草津市監査委員 遠 藤 覚 

 

〔定期監査〕 

令和３年９月３０日告示分 

 

監査対象：人権政策課  

意見・指摘事項 措置状況等 

草津市住民交流啓発事業委託契約書

において、実施すべき業務の仕様を具体

的に明確にされ、確実に検査されたい。 

令和３年度草津市住民交流啓発事業

の委託契約書において、検査の確実性を

より向上させるべく、実施すべき業務の

仕様をより具体的に明記しました。 

 

監査対象：市民課 

意見・指摘事項 措置状況等 

金券等の管理について、管理簿を作成

され、所属長による確認を記録された

い。 

監査終了後直ちに管理簿を作成し、所

属長による確認を記録しています。 

 

監査対象：上下水道総務課 

意見・指摘事項 措置状況等 

支出負担行為伺書の起案の時期や根

拠を確認されるとともに、検査を行った

後に請求書が不達の場合には業者に提

出を求めることはもちろんのこと、草津

市水道事業および下水道事業会計規程

第８６条に規定されている決算整理の

際にも改めて遺漏がないことを十分に

確認するなど、再発防止策を講じられた

い。 

支出負担行為伺書の起案時期やその

根拠の確認を徹底するとともに、検査後

の書類受理等に遺漏がないよう事務処

理の流れを見直しました。 

   また、決算整理の際にも改めて、遺漏

がないことを確認できるよう、チェック

体制を強化しました。 


